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令和２年度事業計画 
 

 

Ⅰ．交流推進事業 

 

 

（１）情報の収集・整備 

 

①  途上諸国の農業関連情報及び ODA における官民連携、アフリカ地域支援、市場志向

型協力、栄養改善や国内の農業・農村振興、医福食農連携等の諸施策に関する情報等を

収集し、会員はじめ関係各方面の要請に応じられるよう整備する。 

 

②  電子メール、ホームページ、メールマガジンを媒体として、会員はじめ関係各方面に

情報を提供する。専門委員を中心に構成する個別相談窓口「相談室 海外農業開発」を

運営する。 

 

（２）講演会等の開催 

 

 会員及び関係者の要望に見合った海外農業開発、国内農業振興等に関する講演会等を開

催する。 

 

（３）「中国農業委員会」の活動 

 

研修生受入れ、ベテラン農家派遣、ビジネス・文化交流活動等、中国農業研修事業の帰

国研修生とのグループ SNSを活用して双方向の交流に努める。 

 

（４）「熱帯野鼠対策委員会」の活動 

 

①  情報等の提供：熱帯野鼠情報をホームページに随時掲載するとともに、野鼠防除に関

わる講演会を開催する。 

 

②  海外の野鼠防除に関わる専門家との交流、調査、研究、専門家派遣の他、環境、農業

総合防除等の新たな要請にも対応する。国内事業については開発途上地域での応用が可

能と判断される案件については、積極的に取組む。 

 

③  国際協力機構（JICA）筑波センターからの受託事業「稲作技術向上」研修コースに野

鼠防除専門家を派遣する。 

 

（５）「専門委員会」の活動 

 

①  ODA における農村開発領域のアプローチや民間企業が求める開発協力のニーズを把

握し、相談事案や「相談室 海外農業開発」に的確に対応できる体制を整える。 

 

②  国内農村振興における医福食農連携、６次産業化といった新たな領域の人材を発掘し、

専門委員相互及び協会間との情報交換を密にし、協会の行う事業等への参画を活発化す

る。 

 

（６）「新規事業調査等」の実施 

 

① 海外の農業開発に従事した人材の活用を継続し、国内農村地域振興に取り組む。 

 

②  国内農村振興に関して、担い手育成、医福食農連携、インバウンド、農泊、交流活動
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等に加え、特徴ある地域資源を活用した商品開発・ブランディング、関係団体・組織

とのネットワーク構築による市場アクセスへの支援などに取り組む。外国人技能実習生

受入れの可能性については、継続して検討する 

 

想定される活動拠点は、①NPO法人武尊根 BASE（群馬県片品村）、②甘楽富岡地

域集落活性化協議会（群馬県甘楽町）、③西東京農地保全協議会（東京都西東京市）、

④諏訪湖流域薬用作物生産振興協議会／三沢区民農園（長野県岡谷市）、⑤NPO法人

農と人を拓く学び舎向志朋（千葉県白井市）、⑥株式会社国際農業開発（神奈川県南

足柄市）、の 6ヵ所。 

 

③ 民間企業の要請に基づく関連調査を行う。 

 

④ 調査・研究助成事業を拡大させる。また、必要に応じて案件発掘調査を実施する。 

 

 

 

Ⅱ．受託事業 

 

 

（１）調査・研究事業 

 

政府機関、民間企業等による国内外の調査・研究・専門家派遣事業に取り組む。 

 

地方自治体や地域社会組織が主導する農村振興事業を積極的に取り込むほか、食品関連企

業による商品開発や原料供給体制確立の要請も視野に入れる。 

 

 

（２）受入研修事業 

 

＜国際協力機構筑波センター＞ 

 

① 稲作技術向上(普及員)コース【3年次】 

② 天水稲作のための稲栽培・種子生産及び品種選定技術コース【2年次】 

③ アフリカ地域市場志向型農業振興(普及員)コース【3年次】 

④ 農産物の安全管理体制強化コース【3年次】 

 

その他の政府関係機関及び研究機関・大学・NPO 法人等による研修・教育・交流案件に

ついても積極的に取り組む。 

 

 

Ⅲ．地域振興事業 

 

国内各地で進める地域振興活動のアウトプットとして、民間企業や市場とのマッチングに

よって地域の復興・活性化の推進力となるブランド力の備わった特産品を開発し事業化を図

ることで地域の発展に寄与する。 



（単位：円）

Ⅰ　一般正味財産増減の部
１．経常増減の部
　　（１）経常収益

 〔受取会費〕              ２,０００,０００ ２,５００,０００ △５００,０００
　　受取会費 ２,０００,０００ ２,５００,０００ △５００,０００
 〔事業収益〕              １４９,０１０,０００ １４７,０１０,０００ ２,０００,０００
　　政府機関・民間企業等受託金収益 １４８,０００,０００ １１７,０００,０００ ３１,０００,０００
　　新規事業調査収益 ２７,０００,０００ △２７,０００,０００
　　地域振興事業収益 １,０００,０００ ３,０００,０００ △２,０００,０００
　　広報収益 １０,０００ １０,０００ ０
 〔受取寄付金〕            ５００,０００ ５００,０００ ０
　　受取寄付金 ５００,０００ ５００,０００ ０
 〔雑収益〕                ５５,０００ ５５,０００ ０
　　受取利息 ５,０００ ５,０００ ０
　　雑収益 ５０,０００ ５０,０００ ０

 【経常収益計】 １５１,５６５,０００ １５０,０６５,０００ １,５００,０００
　　（２）経常費用

 〔事業費〕                １３６,４２６,０００ １３０,４３１,０００ ５,９９５,０００
　　情報収集・整備費 １００,０００ １００,０００ ０
　　広報費 １５０,０００ ３００,０００ △１５０,０００
　　講演会等開催費 １５０,０００ １５０,０００ ０
　　中国農業委員会費 ２００,０００ ５００,０００ △３００,０００
　　熱帯野鼠対策委員会費 １５０,０００ ５００,０００ △３５０,０００
　　新規事業調査等費 １,２００,０００ １,２００,０００ ０
　　専門委員会費 １００,０００ １００,０００ ０
　　調査・研究事業費 １７,０００,０００ １９,６７３,０００ △２,６７３,０００
　　受入研修事業費 ２１,０００,０００ １８,１００,０００ ２,９００,０００
　　期首棚卸資産 ３,０００,０００ ３,０００,０００ ０
　　地域振興事業費 ２,５００,０００ ２,５００,０００ ０
　　期末棚卸資産 △３,０００,０００ △３,０００,０００ ０
　　役職員給与 ６６,２１０,０００ ６２,２５０,０００ ３,９６０,０００
　　福利厚生費 ９,５５８,０００ ９,２００,０００ ３５８,０００
　　事務所費 ４,３１６,０００ ４,３１６,０００ ０
　　交際費 ７０,０００ ７０,０００ ０
　　旅費交通費 ４５,０００ ４５,０００ ０
　　会議費 ５０,０００ ５０,０００ ０
　　通信運搬費 ２００,０００ ２００,０００ ０
　　消耗品費 ２５０,０００ ２５０,０００ ０
　　印刷製本費 ８５,０００ ８５,０００ ０
　　資料費 ４２,０００ ４２,０００ ０
　　賃借料 １,２００,０００ １,２００,０００ ０
　　租税公課 １１,２５０,０００ ９,０００,０００ ２,２５０,０００
　　支払負担金 １００,０００ １００,０００ ０
　　雑費 ５００,０００ ５００,０００ ０
 〔管理費〕                ４,４４６,０００ ９,００７,０００ △４,５６１,０００
　　役職員給与 ２,０００,０００ ６,０００,０００ △４,０００,０００
　　福利厚生費 ２７９,０００ ８４０,０００ △５６１,０００
　　事務所費 ４８０,０００ ４８０,０００ ０
　　交際費 ３０,０００ ３０,０００ ０
　　会議費 ５０,０００ ５０,０００ ０
　　旅費交通費 １０,０００ １０,０００ ０
　　通信運搬費 ３０,０００ ３０,０００ ０
　　消耗品費 ３０,０００ ３０,０００ ０
　　印刷製本費 １０,０００ １０,０００ ０
　　資料費 １５,０００ １５,０００ ０
　　賃借料 １２０,０００ １２０,０００ ０
　　租税公課 １００,０００ １００,０００ ０
　　支払負担金 ８００,０００ ８００,０００ ０
　　雑費 ６０,０００ ６０,０００ ０
　　支払利息 ３０,０００ ３０,０００ ０
　　予備費 １００,０００ １００,０００ ０
　　退職引当金繰入 ３０２,０００ ３０２,０００ ０

 【経常費用計】 １４０,８７２,０００ １３９,４３８,０００ １,４３４,０００
 【当期経常増減額】 １０,６９３,０００ １０,６２７,０００ ６６,０００

２．経常外増減の部
　　（１）経常外収益

 【経常外収益計】 ０ ０ ０
　　（２）経常外費用

 【経常外費用計】 ０ ０ ０

増  減
（Ａ－Ｂ）

                                                                正味財産増減予算書
　 　 令和２年４月１日から令和３年３月３１日

科　　　　　　　目
当年度

（Ａ）
前年度
（Ｂ）



 【当期経常外増減額】      ０ ０ ０
 【当期一般正味財産増減額】  ０ ０ ０
 【一般正味財産期首残高】  △７,４５９,６３２ ７,４５９,６３２
 【一般正味財産期末残高】  １０,６９３,０００ ３,１６７,３６８ ７,５２５,６３２

　　受取補助金等        ０ ０ ０
　　一般正味財産への振替 ０ ０ ０

Ⅱ　指定正味財産増減の部
 【当期指定正味財産増減額】  ０ ０ ０
 【指定正味財産期首残高】  ０ ０ ０
 【指定正味財産期末残高】  ０ ０ ０

Ⅲ　正味財産期末残高 １０,６９３,０００ ３,１６７,３６８ ７,５２５,６３２

                   

科　　　　　　　目
当年度

（Ａ）
前年度
（Ｂ）

増  減
（Ａ－Ｂ）


